
 平成 19年 11月 1日、日本の国際的なテロ防止活動への積極的な参加を可能
にしている、テロ対策特別措置法が法律の期限を迎えます。11月 1日までに法
律を延長しなければ、今のテロ対策特別措置法は効力を失い、現在インド洋で

外国艦船に海上給油活動を行っている海上自衛隊は、日本への撤収を余儀なく

されます。しかし、今年 7月に行われた参議院議員選挙において、与党が敗北、
議席の過半数を失いました。参議院の第一党となった民主党を始めすべての野

党が軒並み法律の延長に反対しているため、今のテロ対策特別措置法を延長し、

現在の海上自衛隊の活動を継続することは極めて困難な状況になっています。 
 今のテロ対策特別措置法に基づいて行われている、海上自衛隊のインド洋で

の海上給油活動は、日本だけではなく、日本以外の国際社会にとっても極めて

重要な活動です。9.11アメリカ同時多発テロ以降、「テロとの戦い」は、国際社
会における最も重要な課題になりました。原因となった 9.11テロでは、日本人
24 人を含む 2973 人もの尊い生命が犠牲になりました。国連の安全保障理事会
は、テロ発生の翌日 9月 12日に全会一致で安保理決議 1368を採択し、9.11テ
ロを「国際の平和及び安全に対する脅威」と認め、テロ行為の防止、抑制のた

めの努力を国際社会に求めました。その安保理決議に応じるように、アフガニ

スタンにおけるテロとの戦いでは、イラク戦争に反対していたドイツやフラン

スなど、40カ国以上が部隊を派遣しています。主要国首脳会議（G8サミット）
に参加している国で、アフガニスタンでのテロとの戦いに全く参加していない

のは、かつてアフガニスタンと紛争状態にあったロシアのみです。中国も全く

部隊を派遣していませんが、それだけ多くの国が、テロとの戦いを重視してい

ると言えます。 
図 1 アフガニスタンでの主要 8 カ国(G8)の参加状況 

  不朽の自由作戦 国際治安支援部隊 地方復興チーム 海上阻止活動 

  (OEF) (ISAF) (PRT) (OEF-MIO) 

  陸上活動 陸上活動 陸上活動 海上活動 

米 ○ ○ ○ ○ 

英 ○ ○ ○ ○ 

伊 × ○ ○ ※06 年 12 月まで参加 

独 × ○ ○ ○ 

加 ○ ○ ○ ※07 年秋に再派遣予定 

仏 ○ ○ ○ ○ 

日 × × × ○ 

露 × × × × 

国連治安支援部隊(ISAF)：安保理決議 1386 で設置が承認された多国籍部隊 

地方復興チーム(PRT)：治安維持と復興事業に従事する部隊と復興支援要員の文民で構成 



しかしながら 9.11テロ以降も世界各地でテロは発生し、本当に多くの生命が
犠牲になっていることもまた事実です。特に 9.11テロを引き起こしたアル･カイ
ーダによるテロの脅威は依然として存在しています。テロとの戦いは長期にわ

たる極めて困難な戦いでもあります。 
日本はこれまで憲法上の制約があり、海外への自衛隊派遣という形での国際

貢献には極めて慎重でした。それでも日本は、湾岸戦争後にペルシャ湾で海上

の機雷除去活動を行い、1992 年には国際平和協力法（PKO 法）を成立させ、
国連平和維持活動（PKO）への自衛隊の参加を実現しました。それ以降もルワ
ンダや東ティモールでの難民救援活動、世界各国・各地域での大地震やハリケ

ーン等の自然災害に対する国際緊急援助活動など、本当に様々な活動を、極め

て慎重にあらゆる議論を重ねて、今の日本国憲法の下で日本ができることをひ

とつひとつ積み重ねて国際貢献を行ってきました。図１は、主要国首脳会議（G8
サミット）に参加する国々のアフガニスタンでの対テロ活動に参加している状

況を表したものです。この図にある通り、現在日本が参加しているアフガニス

タンでの対テロ支援活動は、インド洋での海上阻止活動を行っている外国艦船

への海上給油活動のみです。今この海上給油活動を止めると、世界の国々が参

加しているアフガニスタンでのテロとの戦いに、ロシアや中国と同様全く参加

しないことになります。 
 現在日本の海上自衛隊がインド洋で行っている海上給油活動とは一体どのよ

うなものなのでしょうか。日本の海上自衛隊が参加しているのは、不朽の自由

作戦（OEF）と名づけられた対テロ活動の、海上における海上阻止活動（OEF
‐MIO）です。この海上阻止活動の目的は、テロリストやテロリストが使う武
器の、海上移動を阻止することです。また国連の報告によるとアフガニスタン

では世界の 93%のアヘンが生産されていて、その売買がテロ活動の資金源にも
なっています。ですから海上阻止活動には、アフガニスタンから麻薬が海を通

じて運ばれるのを防ぐという重要な目的もあります。海上阻止活動は、海上に

おける警察活動で、野党が言うような武力行使が目的の活動ではありません。

そこは決して混同してはならない大事な点です。日本は、これらの海上警察活

動を行っている外国の艦船に給油・給水を行っています。今日本が行っている

インド洋での海上給油活動は、これまで日本が行ってきた自衛隊の数々の海外

派遣と同様、武力行使を伴わない、現在紛争状態にない地域での活動、派遣先

の同意を得る等の、日本がこの十数年の間に築いてきた海外での国際貢献の原

則に即した、現時点で考えられる最も現実的な選択肢です。 
 また、この海上阻止活動、日本の海上給油活動は、本来の目的とは別の効果

も上げています。インド洋は中東からの石油を積んだ日本のタンカーが数多く

通過します。日本の石油タンカーはペルシャ湾からインド洋を通りマラッカ海




